
 
 

アクション・プラン ～出先機関の原則廃止に向けて～（抜粋） 

平成２２年１２月２８日 

閣 議 決 定 

 

２ 地方自治体が特に移譲を要望している事務・権限については、次のように整理す

る。 

 

（１）直轄道路 

一般国道の直轄区間の移管については、一の都道府県内で完結するものについて

は原則移管することを基本とし、それ以外のものの受皿となりうる１の体制が整う

までの間にあっても、国と都道府県・指定都市との個別協議に基づく移管が早期に

実現するよう、その対象の拡大も含めて移管の対象となり得る道路を国と都道府

県・指定都市の間で確認し、積極的に取り組んでいく。 

なお、移管に際しては、広域的に移動する道路利用者の視点に留意するとともに、

関係市町村長の意見を聴く。 

 

（２）直轄河川 

一級河川の直轄区間の移管については、一の都道府県内で完結する水系に属する

ものについては原則移管することを基本とし、それ以外のものの受皿となりうる１

の体制が整うまでの間にあっても、国と都道府県との個別協議に基づく移管が早期

に実現するよう、その対象の拡大も含めて移管の対象となり得る河川を国と都道府

県の間で確認し、積極的に取り組んでいく。 

   なお、移管に際しては、河川管理は国民の生命・財産に影響を与えかねないもの

であることに留意し、住民の生命・財産の保護の責務を有する流域の関係市町村長

の意見を聴く。 

 

（４）直轄道路、直轄河川及び公共職業安定所（ハローワーク）について、上記改革

を円滑かつ速やかに実施するための仕組みを地域主権戦略会議の下に設ける。 
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